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令 和 4 年 度 社会 的 養護 自立 支援 事業 委託 仕様 書 





標記 事業 を 、 次 の と お り 実 施す る こと 。 


歳 ) 到達 


委託 事業 の 目的 








里親 等 へ の 委託 や 児童 養護 施設 等 へ の 入所 措置 を 受け て いた 者 で 、 18 歳 (措置 延長 の 場合 20 



























































委託 事業 の 実施 期間 





令 和 4 年 4 月 1 日 か ら 令 和 5 年 3 月 31 日 8 





委託 事業 の 内 容 





[会 自立 を 図 


















































こよ り 措 置 解 除 さ れ た 者 の うち 、 自 立 の た め の 支 援 を 継続 する こと が 適当 な 者 に 対 し 
て 必要 な 支援 を 実施 し 、 円 滑 な 視 





る こと を 目的 と する 。 














7 
の 


























本 事業 は 「 社 会 的 養護 自立 文 援 事業 等 の 実施 に つい て 」 (平成 29 年 3 月 31 日 雇 児 発 0331 第 
























































10 号 厚 生 労働 省 雇 用 均等 ・ 児 童 家庭 局長 通知 ) の 別紙 1 「 社 会 的 養護 自立 支援 事業 実施 要綱 」 
こ 基づき 、 次 の 事業 を 行う も の と する 。 


( 



































(1) 支援 コー ディ ネー ター に よる 継続 支援 計画 の 作成 
ア 施設 の 退 所 等 後 も 引き 続き 本 事業 に より 実施 する 支援 全体 を 統括 する 支援 コー ディ 


ー タ ー を 配置 する こと 。 





イ 支援 コー ディ ネー ター は 、 次 の 各 号 














( ア ) 社会 福祉 士 、 精 神保 健 福 祉 士 の 資格 を 有する 者 














( イ ) 児童 福祉 事業 、 社 会 福 














祉 事業 に 5 





























常勤 、 非 常勤 の 別 は 問わ な い 。) 





の いずれ か に 該当 する 者 を も っ て 充て る こと 。 


























年 以上 従事 し た 者 




















( ウ ) 被虐 待 児童 等 へ の 自立 支援 に 対す る 理解 が あり 、 県 等 が 適当 と 認め た 者 

は 、 対 象 者 、 

こよ り 構 成 さ 

MM に 掲げ る 継続 支援 計画 を 作成 する こと 。 

エ 継続 支援 計画 CO 保護 者 の 状況 な ど 家 庭 環 
i 景 境 な ど 必 要 な 情 
け て 、 支援 上 の 課題 、 課題 解決 の た め の 支 援 目標 、 目標 達成 の た め の 具 体 的 な 支 
方 法 (居住 に 関す る 支援 や 生活 費 の 支給 の 必要 性 や その 方 法 、 生 活 ・ 就 労相 談 の 
方 法 等 ) な ど を 定め 、 退 所 後 の 生活 等 





ウ 支援 コー ディ ネー ター 
2 





































































































児童 相 所 の 職員 、 里親 、 施 設 職員 な ど 対 象 者 の 
れる 会 議 を 開催 し 、 こ れ ら の 者 の 意見 を 踏ま え 、 




































































また 、 継 続 支援 計画 は 、 











施設 等 に お 












































境 、 学 

報 を 収集 レア セス メン ト を 行い 、 社 会 的 自立 に 向 
援 内 容 
の 実 

















を 考慮 し た 計画 を 作成 する こと 。 
いて 作成 され て いた 自立 支援 計画 と 一 貫 し た 内 容 





















































と な る よう 十分 考慮 し て 作成 する こと 。 
オ 支援 コー ディ ネー ター は 、 継 続 支 援 計 画 に 基づく 支援 状況 に つい て 、 必 要 に 応じ て 対 




















象 者 、 児童 相 記 火 所 の 職員 、 
































里親 、 施 設 











職員 、 生 活 相談 文 援 担当 職員 等 に よる 会 議 (支援 














担当 者 会 議 ) を 運営 する こと と し 、 対 象 者 の 生活 状況 の 変化 な ど 必 要 に 応じ て 計画 の 見 


直し を 行う こと 。 

















カカ 児童 相談 所 等 の 関係 機関 と の 連携 を 密 に する と と も に 、 必 要 に 応じ て 他 の 関係 機関 と 
も 連携 し 効果 的 な 支援 が で きる よう 努め る こと 。 

















(2) 生活 相談 の 実施 








ア 生活 相談 支援 担当 職員 を 配置 する こ 
































と 。 (常勤 、 非 常勤 の 別 は 問わ な い 。) 











イ 生活 相談 支援 担当 職員 ( 
当 す る 者 を も っ て 充て る こと 。 
( ア ) 児童 福祉 施設 の 設 


定め る 児童 指導 











昼 及 び 運 営 に 
員 の 資格 を 有する 者 


ょ 、 対 象 者 の E 


関 





















































( イ ) 自立 支援 に 対す る 理解 が あり 、 
ウ 退 所 を 控え た 者 に 対す る 支援 

















県 等 が 適当 と 











ツ 支援 に 熱意 


する 基準 (昭和 23 年 厚生 省令 第 




















































































































































































































を 有 し 、 次 の 各 号 の いずれ か に 


63 号 ) 第 43 条 に 




















































































































































































































































































































































































































( ア ) 地域 生活 を 始め る 上 で 必要 な 知識 、 社 会 常識 等 を 学ぶ た め の テ キス ト を 作成 し 、 講 
習 会 、 生 活 技能 等 を 修得 する た め の 支 援 を 行う こと 。 

( イ ) 退 所 を 控え た 者 が 抱え る 自立 生活 へ の 不安 や 悩み 等 の 相談 に 応じ る こと 。 

(ウツ) 大 学 、 高 等 学校 な ど 教育 機関 を 退学 し た 者 の 進路 や 求職 活動 等 に 関す る 問題 に つい 
て 相談 に 応じ 、 必 要 に 応じ て 専門 機関 の 活用 や 面接 の 付き 添い を 行う 等 の 支援 を 行う 
どど &。 

( エ ) 入所 施設 等 と 連携 の 下 、 対 象 者 と の 関係 性 を 深め る と と も に 、 対 象 者 同士 の 交流 等 
を 図る 活動 を 行う こと 。 

( オ ) その 他 、 地 域 生活 を 始め る 上 で 必要 な 支援 を 行う こと 。 

エ 退 所 後 の 支援 

( ア ) 居住 、 家庭 、 交友 関係 、 将来 へ の 不安 等 に 関す る 生活 上 の 間 題 に つい て 相談 に 応じ 、 
必要 に 応じ て 他 機 関 と 連携 する 等 の 必要 な 支援 を 行う こと 。 

( イ ) 進路 、 求 職 活動 等 に 関す る 求職 上 の 間 題 、 就 学 と 生活 の 両立 に 関す る 問題 等 に つい 
て 相談 に 応じ 、 必 要 に 応じ て ハロ ー ワ ー ク 等 専門 機関 の 活用 、 2 
付き 添い を 行う 等 の 支援 を 行う こと 。 

( ウ ) 対象 者 が 気軽 に 集まる 場 を 提供 し 、 意 見 交換 や や 情報 交換 、 情 報 発信 等 自助 グレ ー プ 
活動 の 育成 支援 を 行う こと 。 

( エ ) その 他 、 地域 社会 に お いて 自立 生活 する 上 で 必要 な 支援 (宿泊 を 要する 場合 を 含む ) 
完全 。 

オ 就労 の 支援 

( ア ) 就職 面接 等 の アド バイ ス を 行う こと 。 

( イ ) 相談 対応 を 含む 就職 後 の フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行う こと 。 

( ウ ) その 他 就 労 に 必要 な 支援 を 行う こと 。 

4 委託 事業 の 対象 者 
(1) 3 の (1) の 事業 

本 事業 の 対象 と する 者 は 、 次 の いずれ か に 該当 する 者 で あっ て 18 歳 (措置 延長 の 場合 

は 20 歳 ) 到達 後 か ら 22 歳 に 達する 日 の 属す る 年 度 の 未 日 まで の 間 に あ る 者 と する 。 

た だ し 、 疾病 等 や む を 得 な い 事 情 に よる 休学 等 に より 、22 歳 に 達する 日 の 属す る 年 度 の 

末日 を 超え て 在学 し て いる 場合 は 、 卒 業 まで 引き 続き 支援 を 行う こと と する 。 

な お 、 3 の (1) の 事業 の 継続 支援 計画 は 年 齢 到達 等 に より 退 所 、 委 託 解 除 、 援 助 の 実 

施 を 解除 され た 全て の 者 を 対象 に 策定 する こと 。 

ア 児童 養護 施設 、 児 童心 理 治療 施設 、 児 童 自立 支援 施設 を 退 所 又は 、 小 規模 住居 型 児童 

養育 事業 者 (以下 「 フ ァ ミ リー ホー ム 事 業者 」 と いう 。)、 I 

イ 児童 福祉 法 第 6 条 の 3 第 1 項 に 規定 する 児童 自立 生活 援助 が 行わ れ て いた 者 ( 同 項 第 

2 号 満 20 歳 以上 義務 教育 終了 児童 等 を 除く 。 ) 














(2) 3 の (2) の 事業 

本 事業 の 対象 と する 者 は 、 次 に 掲げ る 者 と する 。 
施設 等 に 入所 し て いる 者 及び 退 所 し た 
親 又 は ファ ミリ ー ホ ー ム 事業 者 に 委託 され て いる 者 及び 委託 を 解除 され た 者 
童 自立 生活 援助 を 受け て いる 者 及び 援助 の 実施 を 解除 され た 者 
二子 生活 支援 施設 に 入所 し て いる 者 及び 退 所 し た 者 (保護 者 を 含む 。) 
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生活 相談 の 実施 に あたっ て は 、 次 の 設備 を 設け る も の と する 。 
(1 ) 相談 室 及 び 対 象 者 が 集まる こと が で きる 設備 
(2) その 他 事 業 を 実施 する た め に 必要 な 設備 







































































6 委託 事業 の 実施 に あたっ て の 留意 事項 
(1 ) 対象 者 と の 信頼 関係 の 構築 に 努め 、 対 象 者 及び 保護 者 の 意向 に 配慮 する こと 。 
(2) 生活 相談 を 実施 する に あたっ て は 、 対 象 者 が 利用 し や すい 時 間 帯 や 曜日 等 に 配慮 する と 
と も に 、 対 象 者 に 対し 、 支 援 内 容 や 所 在 地 が 明確 に 把握 され る よう 広報 活動 を 積極 的 に 行 





















































ーー 





























































































































EE 
(3) 対象 者 の 個人 の 身上 に 関す る 秘密 が 守ら れる よう 十分 配慮 する こと 。 
(4) 対象 者 が 県 外 に 転居 する 場合 で あっ て 、 県 外 の 里親 の 居宅 、 フ ァ ミ リー ホー ム 、 自 立 援 

















助 ホ ー ム や 施設 等 に 居住 を 希望 する 場合 も 必要 な 支援 が 継続 され る よう 、 引 っ 越し 先 の 関 
係 機関 と も 連絡 調整 を 行い 、 必 要 な 支援 体制 を 確保 する こと 。 
(5) 貸付 事業 の 実施 主体 と 密 に 連携 し 、 自 立 支援 資金 の 借受 人 の 円 滑 な 自立 が 図ら れる よう 
支援 に 努め る こと 。 
(6 ) 支援 コー ディ ネー ター 及び 生活 相談 支援 担当 職員 は 、 そ れ ぞ れ 配 置 する こと 。 






















































































7 関係 書類 の 整備 等 
(1 ) 受託 者 は 、 次 の 帳簿 を 備え な けれ ば な ら な い 。 
ア 本 事業 実施 に 係る 収支 に 関す る 帳 冬 
イ 事業 対象 者 に 対す る 支援 の 記録 
ウ その 他 本 事業 実施 に 際 し て 必要 と な る 諸 記 録 
(2) 受託 者 は 、 委 託 期 間 満了 後 、 県 か ら 指 示 が あっ た と き は 、 対 象 者 に 対す る 支援 の 記録 を 
県 に 引き 継が な けれ ば な ら な い 。 



























































8 事業 の 再 委託 

委託 事業 の 全部 を 一 括 し て 第 三 者 に 再 委託 し て は な ら な い 。 ま た 、 委 託 業務 の 一 部 に つい て 
再 委 託 を 行う 場合 は 、 次 の 各 号 に つい て 、 あ ら か じ め 県 の 承認 を 得 な けれ ば な ら な い 。 

(1 ) 再 委託 の 相手 方 の 名 称 及 び 住所 

(2) 再 委託 を 行う 業務 の 範囲 、 必 要 性 

(3) 契約 金額 



























































9 個人 情報 保護 
本 委託 事業 に 従事 する 者 は 、 個 人 情報 の 適切 な 管理 の た め に 必要 な 措置 を 講じ る と と も に 、 
事業 の 実施 に 関し て 知り 得 た 秘密 を 他 に 漏らし 、 又 は 自己 の 利益 の た め に 利用 し て は な ら な い 。 
また 、 委 託 期 間 が 満了 し 、 若 し く は 委託 を 取り 消さ れ 、 又 は 従事 者 の 職務 を 退 い た 後に お い 
て も 同様 と する 。 






















































































10 委託 事業 の 報告 

受託 者 は 、 事 業 完了 後 、 業 務 の 実施 状況 、 経 理 の 状況 等 を 記載 し た 事業 実績 報告 書 を 提出 す 

る ほか 、 契 約 に 定め られ た 業務 を 確実 に 実施 し て いる か 否 か 、 県 が 指定 し た 方 法 に より 定期 的 

に 報告 する こと と する 。 

(1 ) 毎月 10 日 まで に 、 先 月 の 委託 事業 の 実施 状況 に つい て 、 ま た 年 度 未 に つい て は 3 月 31 

日 まで に 当月 の 状況 に つい て 、 県 に 書面 で 報告 する 。 

(2) 10 月 15 日 まで に 、 9 月 30 日 まで の 事業 実施 状況 に つい て 、 次 の 書類 を 県 に 提出 する 。 
ア 中 間 報 告 書 

イ 事業 に お ける 報告 書 導 

ウ その 他 参 考 資 料 

(3) 事業 完了 後 、 次 の 書類 を 速やか に 県 へ 提出 する 。 

ア 事業 実績 報告 書 

イ 各 事 業 に お ける 報告 書類 (会 議 等 資料 、 写 真 、 活 動 状 況 の 統計 資料 等 ) 

ウ 経費 精算 書類 (出納 冬 ・ 領 収 書 等 の 写 等) 




























































































































































































































































































11 その 他 の 事項 
(1 ) 仕様 変更 
受託 者 は や む を 得 な い 事 情 に より 、 本 仕様 書 の 変更 を 必要 と する 場合 に は 、 予 め 県 と 協 
議 の 上 、 承 認 を 得る こと 。 
(2) 記載 外事 項 
本 仕様 書 に 記載 され て いな い 事 項 に つい て は 、 県 の 指示 に 従う こと 。 
(3) その 他 
本 仕様 書 の 記載 内 容 に 疑義 が 生じ た 場合 に は 、 県 と 協議 する こと 。 












































